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緒 言 

 

 本書は、科学研究費（基盤 C）助成研究「辺境観光地域における社会的 DMO 成立要件

に関する観光経営社会学的分析」（D119K12549）の成果報告書である（研究代表者：越智

正樹（琉球大学国際地域創造学部）、研究分担者：石黒侑介（北海道大学大学院国際広報

メディア・観光学院））。 

ここで言う「社会的 DMO」とは、社会的価値創出の機能を有する DMO を指す用語と

して、本研究が独自に定義したものである。日本における DMO 振興論は、地方創生の文

脈から生まれたものであり、観光産業振興のみならず、地域の自助的振興の中核的機能を

果たすべく期待が寄せられている。すなわち、いわゆる日本版 DMO の理想的機能とし

て、地域社会との社会的価値の共創が含まれることが少なくない。また DMO 研究の泰斗

である S.Pike も、DMO が指向すべきはソサイエタル・マーケティングだとし、DMO が

担うべき責任が社会的価値の創出に及ぶことを指摘している。では、DMO が創出し得る

社会的価値とは何か。DMO はどのような公共的役割をどの程度まで果たし得るのか。こ

れについて考究し、学術的に操作可能な社会的 DMO の分析概念（定義）を導出すること

が、本研究の大きな目的である。 

この理論的考究を行うに際して本研究は、研究メンバーが委員などの形で実践的に

DMO 関連団体に関わっている、北海道知床地方と沖縄県八重山地方を事例対象地域とし

た。そして、これら地域をまとめる用語として「辺境」（国境に近在する地域）という語

を導入した。「辺境」は国内外の政治的駆け引きの場となる一方で、境界性ゆえの観光特

性（中心部から見た非日常性の高さ）も特徴となる地域である。ただし本研究の目的は、

「辺境」の固有性のみを論うことにあるのではない。全国に見られる疲弊する地域は、地

理的位置の如何に関わらず、全体社会の「周縁」と捉えられるものである。その特徴とし

ては、社会資本整備の遅れや、域外連携の物理的制限、中心との移動の障壁、人的資源不

足等が挙げられるだろう。本研究は、「辺境」を「周縁」の一部であると捉え、辺境地域

において尖鋭化する周縁性に注目することで、辺境以外の周縁にも援用し得るような成果

を導出することを目的とするものである。 

本研究は 2022 年 9 月 18 日、（公財）日本交通公社の協力を得て、同社沖縄事務所（お

きなわサステナラボ）を会場とする遠隔ハイブリッド形式で成果報告会を行った。本書は

その報告内容に加筆修正を施した章と、同会におけるパネルディスカッションの記録を所

収している。研究開始（2019 年度）の直後からコロナ禍に見舞われ、当初計画どおりには

全く進捗できなかったこともあり、至らぬところも少なくない報告とはなったが、会にご

参加いただいた関係者の皆様、調査研究にご協力いただいた皆様に心より感謝を申し上げ

ると共に、今後も研究・教育・実践の各局面における建設的な協力関係をご継続いただき

たくお願い申し上げたい。 

研究代表者 越智 正樹 
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I. はじめに 

 

 「観光地域づくり法人」と呼称される日本版 DMO は、2023 年 3 月 31 日現在で、広域

連携 DMO10 件、地域連携 DMO106 件、地域 DMO154 件の、計 270 件が登録されている

（観光庁サイトより）。同サイトならびに観光庁（2021）に基づいて整理すると、日本版DMO

の主な役割は次のとおりである。第 1 に、基礎的な役割・機能として、観光地域づくりへの

多様な関係者の合意形成、データに基づく戦略の策定、観光資源・交通・着地整備への地域

の取組の推進、戦略と各事業との調整およびプロモーション、が挙げられる。次に観光地域

全体のマネジメントとして、持続可能な観光地域づくり、ならびにリスクマネジメントが挙

げられる。第 3 に、地域の官民の関係者との効率的な役割分担が挙げられる。 

 また内田（2015、10）は、「日本版 DMO に必要な機能を思い切って絞るとすれば、それ

は観光の『共有価値』を策定し、それを地域内に広めることだと言っても良い」と述べてい

る。ここで言う「共有価値」とは、いわゆる CSV（creating shared value）、すなわち自社競

争力向上と同時進行で創出される、事業による社会的価値のことを意味している。また日本

政策投資銀行地域企画部（2017、140-154）は、「DMO が追求するべき真の成果とは、単な

る観光客数や観光消費額の増加にとどまらない。DMO がめざすべきものは、より長期的視

野に基づいた、根本的な観光振興であり、それによる地域社会そのものの活性化にあると思

われる」と述べ、その内実を以下の 3 点にまとめている。1 つ目は「地域インフラの再構築」

であり、地域コミュニティの再建・強化、地域アイデンティティの再発見、観光関連事業に

よる付加価値創造が含まれる。2 つ目は「観光振興の継続性の確保」であり、3 つ目は「観

光関連事業者の活性化と再編」である。 

 本報告書は DMO の役割・機能の中でも、内田の言う「観光の『共有価値』」の創出や、

日本政策投資銀行地域企画部の言う「地域インフラの再構築」を重視し、観光庁が示す事柄

のうち「多様な関係者の合意形成」「地域取組の推進」「持続可能な観光地域づくり」「地域

の官民の関係者との効率的な役割分担」に特に焦点を当てて、DMO が果たしうる、あるい

は果たすべき社会的役割とは何かについて考究する。 

 ここではまず、現状（2019 年 9 月現在）において全国の DMO が、どのように地域（住

民）に対して働きかけているかを把握しておこう（越智、2021、27-28）。データとするの

は、2019年 9 月現在で全国の DMO が提出している「形成・確立計画」（以下、「計画」）に

おける、「地域住民に対する観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進の取組」（以下、「地

域取組」）である。この項目は、「計画」様式の中で唯一「地域住民」の語が含まれるもので

ある。もちろんこのデータは、各 DMO が自認し表明した活動についてのものであり、実

際の活動の全てを網羅するものではない。あくまで、全体的状況を把握するための傍証とし

て用いるものである。 

 まず本項目は、広域連携 DMO についてはあらかじめ対象外とされており、全ての広域

連携 DMO が無回答である。すなわち、少なくとも観光庁の認識において、地域住民への


